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(57)【要約】
【課題】保冷パネルの設置工事の作業性及び作業効率を
向上することができるとともに、保冷効果を向上するこ
とができる、液化ガスタンクの保冷構造、液化ガスタン
ク及び浮体構造物を提供する。
【解決手段】液化ガスタンク１は、液化ガスタンク１の
外面に形成される保冷構造２を有し、液化ガスタンク１
の外面に立設される複数の固定ロッド３と、固定ロッド
３の全部に固定されるとともに液化ガスタンク１の外面
に配置される複数の第一保冷パネル４と、固定ロッド３
の全部に固定されるとともに第一保冷パネル４の外側に
第一保冷パネル４間の目地部４ａを封止するように配置
される複数の第二保冷パネル５と、を有し、第一保冷パ
ネル４及び第二保冷パネル５は、固定ロッド３に締結さ
れる固定具６によって固定された保冷構造２を有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液化ガスを収容する液化ガスタンクの外面に形成される保冷構造において、
　前記液化ガスタンクの外面に立設される複数の固定ロッドと、
　該固定ロッドの全部又は一部に固定されるとともに前記液化ガスタンクの外面に配置さ
れる複数の第一保冷パネルと、
　前記固定ロッドの全部又は一部に固定されるとともに前記第一保冷パネルの外側に前記
第一保冷パネル間の目地部を封止するように配置される複数の第二保冷パネルと、を有し
、
　前記第一保冷パネル及び前記第二保冷パネルは、前記固定ロッドに締結される固定具に
よって固定されている、
　ことを特徴とする液化ガスタンクの保冷構造。
【請求項２】
　前記第一保冷パネルと前記第二保冷パネルとの間には接着剤が配置されていない、こと
を特徴とする請求項１に記載の液化ガスタンクの保冷構造。
【請求項３】
　前記第二保冷パネルは、前記第一保冷パネル間の目地部と前記第二保冷パネル間の目地
部とが直交するように固定されている、ことを特徴とする請求項１に記載の液化ガスタン
クの保冷構造。
【請求項４】
　前記第一保冷パネル間の目地部及び前記第二保冷パネル間の目地部には、伸縮性を有す
る断熱材が挿入されている、ことを特徴とする請求項１に記載の液化ガスタンクの保冷構
造。
【請求項５】
　前記第一保冷パネル又は前記第二保冷パネルの表面には、前記第一保冷パネル間の目地
部又は前記第二保冷パネル間の目地部を封止するテープ材が配置されている、ことを特徴
とする請求項４に記載の液化ガスタンクの保冷構造。
【請求項６】
　運搬用、貯蔵用又は燃料用の液化ガスを収容する液化ガスタンクにおいて、前記液化ガ
スタンクは、請求項１～請求項５のいずれかに記載された液化ガスタンクの保冷構造を有
する、ことを特徴とする液化ガスタンク。
【請求項７】
　浮力により水上に支持される本体部と、運搬用、貯蔵用又は燃料用の液化ガスを収容す
る液化ガスタンクと、前記本体部に形成され前記液化ガスタンクを載置可能な収容部と、
を有する浮体構造物において、前記液化ガスタンクは、請求項１～請求項５のいずれかに
記載された液化ガスタンクの保冷構造を有する、ことを特徴とする浮体構造物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液化ガスを収容する液化ガスタンクの保冷構造、該保冷構造を有する液化ガ
スタンク及び該液化ガスタンクを備えた浮体構造物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、液化ガス運搬船は、３７．８℃における蒸気圧が０．２７ＭＰａを超えるガス
（例えば、プロパン、ブタン、アンモニア、エチレン、天然ガス等）を輸送する船舶であ
る。特に、液化天然ガスを運搬する船舶をＬＮＧ船、液化石油ガス（液化プロパン及び液
化ブタン）を輸送する船舶をＬＰＧ船という。これらのガスは、低温状態を維持すると大
気圧下で液化することができ、効率的にタンクに収容することができる。液化ガスを収容
するタンクの方式としては、例えば、メンブレン式、球型独立タンク式、角型独立タンク
式等がある。メンブレン式は、二重船殻の内面に防熱材及び薄膜金属（メンブレン）を張
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った内側に液化ガスを直接的に収容したものである。一方、独立タンク式は、船体から独
立した球型又は角型のタンクに液化ガスを収容し、この液化ガスタンクを二重船殻の内側
に載置させるようにしたものである。
【０００３】
　また、液化ガスタンクの防熱材は、一般に、特許文献１に記載されたように、タンク表
面に溶接されたスタッドボルト（又はスタッドナット）に保冷パネルを挿通してナット（
又はボルト）等の固定具で固定することにより、タンクの外面に配置されている。保冷パ
ネルには、断熱性が高く、低温下では弾力性の低いポリウレタンフォーム等が一般に使用
されている。また、液化ガスタンクは、液化ガスの残量によって熱変形（熱収縮又熱膨張
）をすることから、タンク外周を保冷パネルで保護しつつ熱変形に対応させるために、隣
接する保冷パネルの間には一定の隙間が設けられ、この隙間に低温下で弾力性の高いグラ
スウールやポリエチレン材等が充填されている。
【０００４】
　また、さらに断熱性能を高めるために、特許文献２に記載された低温タンクの断熱構造
では、真空断熱材を内部に有する断熱パネルを低温タンクの外側に複数配置し、それら断
熱パネル間の継目の外側に、真空断熱材を内部に有する追加断熱パネルを複数配置し、断
熱パネルの継目にはウレタンフォームを注入し充填している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平６－３３７０９６号公報
【特許文献２】特開２０１０－２４９１７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載されたような一層構造の保冷構造では、同一形状の保
冷パネルを並べて設置していることから、保冷パネル間の目地部がタンク表面から保冷パ
ネルの外表面まで連続して形成されており、目地部内にブロック状、パネル状又はシート
状の保冷継手材や断熱材を挿入しなければならない。これらの挿入部材は接着剤で固定さ
れることが一般的であり、保冷パネルの設置工事中に接着剤が固化するまで作業が中断し
てしまうという問題があった。また、接着不良に伴う手直し工事も発生してしまうという
問題もあった。
【０００７】
　また、特許文献２に記載された断熱構造では、追加断熱パネルを仮置きした後に、目地
部内に発泡ウレタンフォームを注入しなければならず、作業性が悪いという問題があった
。さらに、追加断熱パネルの下面における接着が目地部内に注入された発泡ウレタンフォ
ームだけであるため接着力が弱く、特に、タンクの側面部や底面部では、追加断熱パネル
が剥がれやすいという問題もあった。
【０００８】
　本発明は、上述した問題点に鑑み創案されたものであり、保冷パネルの設置工事の作業
性及び作業効率を向上することができるとともに、保冷効果を向上することができる、液
化ガスタンクの保冷構造、液化ガスタンク及び浮体構造物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明によれば、液化ガスを収容する液化ガスタンクの外面に形成される保冷構造にお
いて、前記液化ガスタンクの外面に立設される複数の固定ロッドと、該固定ロッドの全部
又は一部に固定されるとともに前記液化ガスタンクの外面に配置される複数の第一保冷パ
ネルと、前記固定ロッドの全部又は一部に固定されるとともに前記第一保冷パネルの外側
に前記第一保冷パネル間の目地部を封止するように配置される複数の第二保冷パネルと、
を有し、前記第一保冷パネル及び前記第二保冷パネルは、前記固定ロッドに締結される固
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定具によって固定されている、ことを特徴とする液化ガスタンクの保冷構造が提供される
。
【００１０】
　また、本発明によれば、運搬用、貯蔵用又は燃料用の液化ガスを収容する液化ガスタン
クにおいて、前記液化ガスタンクは、前記液化ガスタンクの外面に形成される保冷構造で
あって、前記液化ガスタンクの外面に立設される複数の固定ロッドと、該固定ロッドの全
部又は一部に固定されるとともに前記液化ガスタンクの外面に配置される複数の第一保冷
パネルと、前記固定ロッドの全部又は一部に固定されるとともに前記第一保冷パネルの外
側に前記第一保冷パネル間の目地部を封止するように配置される複数の第二保冷パネルと
、を有し、前記第一保冷パネル及び前記第二保冷パネルは、前記固定ロッドに締結される
固定具によって固定された保冷構造を有する、ことを特徴とする液化ガスタンクが提供さ
れる。
【００１１】
　また、本発明によれば、浮力により水上に支持される本体部と、運搬用、貯蔵用又は燃
料用の液化ガスを収容する液化ガスタンクと、前記本体部に形成され前記液化ガスタンク
を載置可能な収容部と、を有する浮体構造物において、前記液化ガスタンクは、前記液化
ガスタンクの外面に形成される保冷構造であって、前記液化ガスタンクの外面に立設され
る複数の固定ロッドと、該固定ロッドの全部又は一部に固定されるとともに前記液化ガス
タンクの外面に配置される複数の第一保冷パネルと、前記固定ロッドの全部又は一部に固
定されるとともに前記第一保冷パネルの外側に前記第一保冷パネル間の目地部を封止する
ように配置される複数の第二保冷パネルと、を有し、前記第一保冷パネル及び前記第二保
冷パネルは、前記固定ロッドに締結される固定具によって固定された保冷構造を有する、
ことを特徴とする浮体構造物が提供される。なお、「浮体構造物」とは、船舶、洋上生産
設備等、水上に浮く全ての構造物を含む概念である。
【００１２】
　上述した液化ガスタンクの保冷構造、液化ガスタンク及び浮体構造物において、前記第
一保冷パネルと前記第二保冷パネルとの間には接着剤が配置されていなくてもよい。また
、前記第二保冷パネルは、前記第一保冷パネル間の目地部と前記第二保冷パネル間の目地
部とが直交するように固定されていてもよい。
【００１３】
　また、前記第一保冷パネル間の目地部及び前記第二保冷パネル間の目地部には、伸縮性
を有する断熱材が挿入されていてもよい。さらに、前記第一保冷パネル又は前記第二保冷
パネルの表面には、前記第一保冷パネル間の目地部又は前記第二保冷パネル間の目地部を
封止するテープ材が配置されていてもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　上述した本発明に係る液化ガスタンクの保冷構造、液化ガスタンク及び浮体構造物によ
れば、保冷パネルを多層に構成し、第一保冷パネルの目地部を封止するように第二保冷パ
ネルを配置したことにより、タンク表面から保冷パネル（第二保冷パネル）の外表面まで
連続して形成される目地部を低減することができ、保冷効果を向上することができる。
【００１５】
　また、第一保冷パネル及び第二保冷パネルを固定ロッド及び固定具によりタンク外面に
配置したことにより、第一保冷パネル及び第二保冷パネルの敷設時に接着剤を使用する必
要がなく、作業の中断や手直し工事の発生を抑制することができ、保冷パネルの設置工事
の作業性及び作業効率を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の第一実施形態に係る保冷構造を備えた液化ガスタンクの断面図である。
【図２】図１に示した保冷構造のＡ部拡大図であり、（ａ）は平面図、（ｂ）は図２（ａ
）におけるＢ－Ｂ断面図、を示している。
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【図３】図２に示した保冷構造の敷設工程の一部を示す図であり、（ａ）は第一工程、（
ｂ）は第二工程、を示している。
【図４】本発明の他の実施形態に係る保冷構造を示す図であり、（ａ）は第二実施形態、
（ｂ）は第三実施形態、を示している。
【図５】図４（ｂ）に示した保冷構造の敷設工程の一部を示す図であり、（ａ）は第一工
程、（ｂ）は第二工程、を示している。
【図６】本発明の実施形態に係る浮体構造物を示す図であり、（ａ）は第一実施形態、（
ｂ）は第二実施形態、（ｃ）は第三実施形態、を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について図１～図６を用いて説明する。ここで、図１は、本発
明の第一実施形態に係る保冷構造を備えた液化ガスタンクの断面図である。図２は、図１
に示した保冷構造のＡ部拡大図であり、（ａ）は平面図、（ｂ）は図２（ａ）におけるＢ
－Ｂ断面図、を示している。
【００１８】
　本発明の第一実施形態に係る液化ガスタンク１は、図１及び図２に示すように、運搬用
、貯蔵用又は燃料用の液化ガスを収容する液化ガスタンクであって、液化ガスタンク１は
、液化ガスタンク１の外面に形成される保冷構造２を有し、液化ガスタンク１の外面に立
設される複数の固定ロッド３と、固定ロッド３の全部に固定されるとともに液化ガスタン
ク１の外面に配置される複数の第一保冷パネル４と、固定ロッド３の全部に固定されると
ともに第一保冷パネル４の外側に第一保冷パネル４間の目地部４ａを封止するように配置
される複数の第二保冷パネル５と、を有し、第一保冷パネル４及び第二保冷パネル５は、
固定ロッド３に締結される固定具６によって固定された保冷構造２を有する。
【００１９】
　前記液化ガスタンク１は、いわゆる独立タンク式であり、浮体構造物１０内に収容され
る。浮体構造物１０は、浮力により水上に支持される本体部１４と、運搬用、貯蔵用又は
燃料用の液化ガスを収容する液化ガスタンク１と、本体部１４に形成され液化ガスタンク
１を載置可能な収容部１５と、を有している。本体部１４は、例えば、船体（船舶の外殻
）であり、二重船殻構造を有し、船底部には液化ガスタンク１を支持する支持部材１６が
配置されている。
【００２０】
　収容部１５は、船体を構成する本体部１４と、本体部１４に接続され収容部１５の上部
を気密に覆うタンクカバー１７と、本体部１４及びタンクカバー１７に囲まれた空間を気
密に封鎖する隔壁（図示せず）と、により構成される。また、図示したように、液化ガス
タンク１の上部には、液化ガスをタンク内に供給したり、取り出したりする配管等を挿通
するタンクドーム１８が配置されていてもよい。なお、浮体構造物１０は、例えば、ＬＮ
Ｇ船やＬＰＧ船等の液化ガス運搬船であり、液化ガスタンク１の保冷構造以外の構成は従
来の液化ガス運搬船と同様の構成を有し、図示した構成に限定されるものではない。
【００２１】
　また、図１に示した液化ガスタンク１は、運搬用、貯蔵用又は燃料用の液化ガスを収容
する空間を形成する外壁１１を有し、外壁１１の内面には、トランス材１２（大骨）や防
撓材１３（ロンジ材、小骨）が配置されている。
【００２２】
　固定ロッド３は、図２（ｂ）に示したように、鋼材により形成される棒状の部材（例え
ば、スタッドボルト）であって、液化ガスタンク１の外壁１１の表面（外面）に溶接等に
より立設される。固定ロッド３には、ナット等の固定具６を螺合可能なネジが切られてい
る。なお、第二保冷パネル５の固定具６がボルトの場合には、固定ロッド３の頂部にボル
トを螺合可能な締結穴が形成されていてもよい。
【００２３】
　第一保冷パネル４は、図２（ｂ）に示したように、液化ガスタンク１の外壁１１の表面
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（外面）に配置される低温側保冷パネルである。第一保冷パネル４は、例えば、大中小の
三種類の保冷ブロックにより構成されており、これらの保冷ブロックを敷き詰めて、液化
ガスタンク１の外面全体を覆うように配置される。各第一保冷パネル４（保冷ブロック）
は、それぞれ固定ロッド３を挿通可能な貫通孔を中央部に有しており、固定ロッド３に挿
通された後、固定具６（例えば、ワッシャ及びナット）により固定ロッド３に固定される
。第一保冷パネル４は、従来の保冷パネルと同様に、例えば、硬質ウレタンフォームによ
り構成される。
【００２４】
　ところで、液化ガスタンク１に収容される液化ガスが、液化天然ガス（ＬＮＧ）や液化
石油ガス（ＬＰＧ）のような低温液化ガスの場合には、液化ガスタンク１は液化ガスの残
量によって熱変形することとなる。具体的には、液化ガスタンク１は、液化ガスが収容さ
れていない空の状態で最も膨張した状態を有しており、液化ガスを満載した状態で最も熱
収縮した状態となり、その後、液化ガスの残量が減るにしたがって熱膨張することとなる
。この熱変形（熱収縮及び熱膨張）を吸収するために、隣設する第一保冷パネル４（保冷
ブロック）の間には、一定の隙間が形成されており、目地部４ａを構成している。
【００２５】
　第一保冷パネル４間の目地部４ａには、伸縮性を有する断熱材４ｂが挿入されており、
保冷効果の損失を低減している。断熱材４ｂには、例えば、ポリエチレン材、グラスウー
ル、発泡性ウレタンフォーム等が使用される。断熱材４ｂは、液化ガスタンク１が空の状
態、すなわち、最も熱膨張した状態で充填される。断熱材４ｂは、素材そのものの弾性力
や粘着力により目地部４ａに固定するようにしてもよいし、接着剤や粘着テープにより固
定するようにしてもよい。なお、断熱材４ｂの固定に接着剤を使用した場合であっても、
断熱材４ｂは軽量であるため、接着剤が固化するまで工事を中断する必要がなく、作業効
率に影響を与えるものではない。
【００２６】
　第二保冷パネル５は、図２（ｂ）に示したように、第一保冷パネル４の表面（外面）に
配置される常温側保冷パネルである。第二保冷パネル５は、例えば、第一保冷パネル４と
同様に、大中小の三種類の保冷ブロックにより構成されており、これらの保冷ブロックを
敷き詰めて、第一保冷パネル４の外面全体を覆うように配置される。
【００２７】
　各第二保冷パネル５（保冷ブロック）は、中央部に固定具６を挿入して固定ロッド３に
締結可能な大きさを有する凹部５ｃを有し、凹部５ｃの中央部には固定ロッド３を挿通可
能な貫通孔が形成されている。第二保冷パネル５は、固定ロッド３に挿通された後、固定
具６（例えば、ワッシャ及びナット）により固定ロッド３に固定される。第二保冷パネル
５は、従来の保冷パネルと同様に、例えば、硬質ウレタンフォームにより構成される。
【００２８】
　また、第一保冷パネル４と同様に、隣設する第二保冷パネル５（保冷ブロック）の間に
は、一定の隙間が形成されており、目地部５ａを構成している。そして、第二保冷パネル
５間の目地部５ａ及び各第二保冷パネル５の凹部５ｃには、伸縮性を有する断熱材５ｂが
挿入されており、保冷効果の損失を低減している。断熱材５ｂの素材や固定方法は、上述
した断熱材４ｂと同じであるため、詳細な説明を省略する。なお、凹部５ｃに挿入される
断熱材４ｂは、大きな伸縮性を必要としないことから、第二保冷パネル５と同じ材質によ
り構成された保冷ブロックであってもよい。
【００２９】
　第二保冷パネル５の表面は、収容部１５に晒されることになるため、第二保冷パネル５
の表面には、第二保冷パネル５間の目地部５ａを封止するテープ材５ｄが配置されている
。また、凹部５ｃの表面にもテープ材５ｄを配置して、凹部５ｃを封止するようにしても
よい。テープ材５ｄには、例えば、断熱アルミテープ等の断熱性を有する金属テープが用
いられる。また、図示しないが、第二保冷パネル５と同様に、第一保冷パネル４の表面に
も、第一保冷パネル４間の目地部４ａを封止するテープ材５ｄを配置するようにしてもよ
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い。このように、テープ材５ｄを目地部５ａ，４ａに貼付することにより、確実に目地部
５ａ，４ａを封止することができ、保冷効果を向上させることができる。なお、テープ材
５ｄは、保冷効果の必要性に応じて、第一保冷パネル４間の目地部４ａにのみ貼付するよ
うにしてもよい。
【００３０】
　上述した第一保冷パネル４及び第二保冷パネル５により構成される保冷構造２では、図
２（ａ）に示したように、第二保冷パネル５は、第一保冷パネル４間の目地部４ａと第二
保冷パネル５間の目地部５ａとが直交するように固定されている。したがって、第一保冷
パネル４間の目地部４ａを第二保冷パネル５によって封止することができ、液化ガスタン
ク１の表面から保冷パネル（第二保冷パネル５）の外表面まで連続して形成される隙間（
目地部）を低減することができ、保冷効果を向上することができる。なお、「直交」とは
、目地部４ａ，５ａの交差角度が９０度である場合のみを意味するものではなく、９０度
前後の交差角度を有する場合を含む概念である。
【００３１】
　また、第二保冷パネル５は、固定具６を締め付けるだけで第一保冷パネル４の外面に圧
接して固定することができる。したがって、第一保冷パネル４と第二保冷パネル５との間
には保冷パネルを固定するための接着剤が配置されておらず、作業の中断や手直し工事の
発生を抑制することができ、保冷パネルの設置工事の作業性及び作業効率を向上すること
ができる。また、保冷構造２を二層構造としたことにより、従来よりも保冷パネルの大き
さを小さくすることができ、運搬等の作業負担を軽減することもできる。
【００３２】
　ところで、第一保冷パネル４は低温側に配置され、第二保冷パネル５は常温側に配置さ
れることから、液化ガスタンク１の外壁１１からの距離に応じて温度が変化することとな
る。したがって、第一保冷パネル４の熱変形量と第二保冷パネル５の熱変形量に差異を生
じることとなる。また、液化ガスタンク１の容量や収容物によって求められる保冷能力が
異なることもある。そこで、第一保冷パネル４及び第二保冷パネル５の材質や板厚等を必
要に応じて変更するようにしてもよい。
【００３３】
　例えば、第一保冷パネル４の板厚を第二保冷パネル５の板厚よりも厚くしたり、第一保
冷パネル４の材質を第二保冷パネル５の材質よりも保冷効果の高いものにしたり、第二保
冷パネル５の材質を第一保冷パネル４の材質よりも強度の高いものにしたり、第一保冷パ
ネル４と第二保冷パネル５との間にグラスウール等の断熱材を配置したりするようにして
もよい。
【００３４】
　また、上述した第一実施形態では、保冷構造２を第一保冷パネル４及び第二保冷パネル
５により構成される二層構造としたが、必要に応じて三層以上の多層構造にしてもよい。
この場合も上述した保冷構造２と同様に、上層の保冷パネルを、下層の保冷パネル間の目
地部と上層の保冷パネル間の目地部とが直交するように固定し、上層の保冷パネルと下層
の保冷パネルとの間に接着剤を配置しないようにすることが好ましい。
【００３５】
　ここで、上述した第一実施形態に係る保冷構造２の敷設工程の一部について、図３を参
照しつつ説明する。図３は、図２に示した保冷構造の敷設工程の一部を示す図であり、（
ａ）は第一工程、（ｂ）は第二工程、を示している。なお、各図において、説明の便宜上
、目地部４ａ，５ａに挿入された断熱材４ｂ，５ｂの図を省略してある。
【００３６】
　図３（ａ）に示した第一工程は、第一保冷パネル４を液化ガスタンク１の外面に敷設す
る工程である。第一保冷パネル４は、例えば、大保冷ブロック４１、中保冷ブロック４２
及び小保冷ブロック４３の三種類の保冷ブロックにより構成されている。大保冷ブロック
４１の各辺に沿って中保冷ブロック４２が配置されており、大保冷ブロック４１の対角線
上に小保冷ブロック４３が配置される。かかる三種類の保冷ブロックを敷き詰めることに



(8) JP 2013-167327 A 2013.8.29

10

20

30

40

50

より、液化ガスタンク１の外面を第一保冷パネル４により被覆することができる。なお、
各保冷ブロック（第一保冷パネル４）は、固定ロッド３に挿通され、固定具６によって液
化ガスタンク１の表面に固定されている。
【００３７】
　図３（ｂ）に示した第二工程は、第二保冷パネル５を第一保冷パネル４の外面に敷設す
る工程である。第二保冷パネル５は、第一保冷パネル４と同様に、例えば、大保冷ブロッ
ク５１、中保冷ブロック５２及び小保冷ブロック５３の三種類の保冷ブロックにより構成
されている。大保冷ブロック５１の各辺に沿って中保冷ブロック５２が配置されており、
大保冷ブロック５１の対角線上に小保冷ブロック５３が配置される。
【００３８】
　このとき、第二保冷パネル５を構成する各保冷ブロックは、第一保冷パネル４間の目地
部４ａと第二保冷パネル５（保冷ブロック）間の目地部５ａとが直交するように配置され
る。かかる三種類の保冷ブロックを敷き詰めることにより、最終的に、図２（ａ）に示し
たように、第一保冷パネル４の外面を第二保冷パネル５により被覆することができる。な
お、各保冷ブロック（第二保冷パネル５）は、固定ロッド３に挿通され、固定具６によっ
て第一保冷パネル４の表面に固定されている。
【００３９】
　次に、本発明の他の実施形態に係る液化ガスタンク１の保冷構造２について、図４及び
図５を参照しつつ説明する。ここで、図４は、本発明の他の実施形態に係る保冷構造を示
す図であり、（ａ）は第二実施形態、（ｂ）は第三実施形態、を示している。図５は、図
４（ｂ）に示した保冷構造の敷設工程の一部を示す図であり、（ａ）は第一工程、（ｂ）
は第二工程、を示している。なお、上述した第一実施形態と同じ構成部品については、同
じ符号を付して重複した説明を省略する。
【００４０】
　図４（ａ）に示した第二実施形態に係る保冷構造２は、第二保冷パネル５を構成する一
部の保冷ブロックが、第一保冷パネル４を構成する保冷ブロックと一体に構成されたもの
である。例えば、第一保冷パネル４を構成する大保冷ブロック４１と第二保冷パネル５を
構成する小保冷ブロック５３とが一体に構成される。
【００４１】
　かかる第二実施形態によれば、保冷構造２の敷設時に使用する保冷ブロックの個数を低
減することができ、作業効率を向上することができる。
【００４２】
　図４（ｂ）に示した第三実施形態に係る保冷構造２は、第一保冷パネル４及び第二保冷
パネル５を、それぞれ一種類の保冷ブロックにより構成したものである。固定ロッド３は
、第一保冷パネル４を固定する短固定ロッド３ａと、第二保冷パネル５を固定する長固定
ロッド３ｂと、を有している。長固定ロッド３ｂは、第一保冷パネル４間の目地部４ａに
配置される。目地部４ａは、第一保冷パネル４の熱変形量を吸収する部分であるため、第
三実施形態における目地部４ａの幅は長固定ロッド３ｂの太さ分だけ第一実施形態におけ
る目地部４ａよりも広く形成される。
【００４３】
　かかる第三実施形態によれば、保冷構造２の敷設時に使用する保冷ブロックの個数をさ
らに低減することができ、作業効率をさらに向上することができる。
【００４４】
　上述した第三実施形態では、第一保冷パネル４を固定する短固定ロッド３ａの上部に、
第二保冷パネル５の目地部５ａが配置されることとなるため、第一保冷パネル４の固定部
の保冷効果を補強しておくことが好ましい。そこで、第一保冷パネル４を構成する保冷ブ
ロックの中央部に、第二保冷パネル５と同様に、凹部４ｃを形成し、固定具６により第一
保冷パネル４を固定した後、凹部４ｃに断熱材４ｂを挿入するようにしてもよい。
【００４５】
　図５（ａ）に示した第一工程は、第一保冷パネル４を液化ガスタンク１の外面に敷設す
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る工程である。第一保冷パネル４は、例えば、同一の形状を有する一種類の保冷ブロック
により構成されている。短固定ロッド３ａ及び長固定ロッド３ｂは、例えば、図示したよ
うに、対角線上に交互に配置されており、長固定ロッド３ｂは、目地部４ａの交差部に配
置される。かかる保冷ブロックを敷き詰めることにより、液化ガスタンク１の外面を第一
保冷パネル４により被覆することができる。なお、各保冷ブロック（第一保冷パネル４）
は、短固定ロッド３ａに挿通され、固定具６によって液化ガスタンク１の表面に固定され
ている。
【００４６】
　図５（ｂ）に示した第二工程は、第二保冷パネル５を第一保冷パネル４の外面に敷設す
る工程である。第二保冷パネル５は、第一保冷パネル４と同様に、一種類の保冷ブロック
により構成されている。各保冷ブロック（第二保冷パネル５）は、長固定ロッド３ｂに挿
通され、固定具６によって第一保冷パネル４の表面に固定されている。このとき、第二保
冷パネル５を構成する各保冷ブロックは、第一保冷パネル４間の目地部４ａと第二保冷パ
ネル５（保冷ブロック）間の目地部５ａとが直交するように配置される。かかる保冷ブロ
ックを敷き詰めることにより、最終的に、第一保冷パネル４の外面を第二保冷パネル５に
より被覆することができる。
【００４７】
　続いて、本発明の実施形態に係る浮体構造物１０について、図６を参照しつつ説明する
。ここで、図６は、本発明の実施形態に係る浮体構造物を示す図であり、（ａ）は第一実
施形態、（ｂ）は第二実施形態、（ｃ）は第三実施形態、を示している。なお、上述した
保冷構造２及び液化ガスタンク１の実施形態と同じ構成部品については、同じ符号を付し
て重複した説明を省略する。
【００４８】
　図６（ａ）に示した第一実施形態に係る浮体構造物１０は、浮力により水上に支持され
る本体部１４と、運搬用の液化ガスを収容する液化ガスタンク１と、本体部１４に形成さ
れ液化ガスタンク１を載置可能な収容部１５と、を有し、液化ガスタンク１は、液化ガス
タンク１の外面に形成される保冷構造２であって、液化ガスタンク１の外面に立設される
複数の固定ロッド３と、固定ロッド３の全部又は一部に固定されるとともに液化ガスタン
ク１の外面に配置される複数の第一保冷パネル４と、固定ロッド３の全部又は一部に固定
されるとともに第一保冷パネル４の外側に第一保冷パネル４間の目地部４ａを封止するよ
うに配置される複数の第二保冷パネル５と、を有し、第一保冷パネル４及び第二保冷パネ
ル５は、固定ロッド３に締結される固定具６によって固定された保冷構造２を有する。
【００４９】
　すなわち、第一実施形態に係る浮体構造物１０は、いわゆる液化ガス運搬船であって、
液化ガスタンク１に上述した第一実施形態～第三実施形態のいずれかの保冷構造（図２～
図５参照）を採用したものである。
【００５０】
　図６（ｂ）に示した第二実施形態に係る浮体構造物１０は、燃料用の液化ガスを収容す
る液化ガスタンク１を有するものである。例えば、図示した浮体構造物１０は、コンテナ
船であり、本体部１４（船倉）内に貨物収容部１９を有し、収容部１５と貨物収容部１９
との間には隔壁１５ａが形成されている。収容部１５は、本体部１４、タンクカバー１７
及び隔壁１５ａにより気密に封鎖されており（図１参照）、液化ガスタンク１から液化ガ
スが漏洩した場合であっても、液化ガスが拡散しないように構成されている。なお、図６
（ｂ）において、本体部１４に積載されたコンテナについては図を省略してある。
【００５１】
　液化ガスタンク１は、例えば、図６（ｂ）において一点鎖線で示した部分の一箇所又は
複数個所に配置される。隔壁１５ａの一部は、図示したように、浮体構造物１０の貨物収
容部１９の壁面により構成するようにしてもよい。また、図示していないが、機関室の両
脇等の船体長手方向に延びた空間を液化ガスタンク１の収容部１５として利用するように
してもよい。なお、浮体構造物１０はコンテナ船に限定されるものではなく、液化ガスを
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燃料として使用するものであれば、バルクキャリア、液化ガス運搬船、ＬＮＧ洋上生産設
備（例えば、ＦＰＳＯ）等であってもよい。
【００５２】
　図６（ｃ）に示した第三実施形態に係る浮体構造物１０は、貯蔵用の液化ガスを収容す
る液化ガスタンク１を有するものである。浮体構造物１０は、第一実施形態及び第二実施
形態のような洋上での移動を前提とした船舶に限定されるものではなく、洋上に停留した
状態で使用されるＬＮＧ洋上生産設備（例えば、ＦＰＳＯ）等のように、洋上で液化ガス
を貯蔵する貯蔵用の液化ガスタンク１を有するものであってもよい。かかる浮体構造物１
０では、本体部１４に生産設備１４１や係留装置１４２等が配置されている。
【００５３】
　本発明は上述した実施形態に限定されず、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々変更が
可能であることは勿論である。
【符号の説明】
【００５４】
１　液化ガスタンク
２　保冷構造
３　固定ロッド
４　第一保冷パネル
４ａ，５ａ　目地部
４ｂ，５ｂ　断熱材
５　第二保冷パネル
５ｄ　テープ材
６　固定具
１０　浮体構造物
１４　本体部
１５　収容部
１５ａ　隔壁
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